
入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010001
事務の名称 法人村民税の賦課徴収に関する事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 当村に事業所を有する法人の法人税額、従業員数、資本金等を把握し、課税し徴収するため。

事務・業務の根拠法
令等

地方税法、玉川村税条例

個人情報の対象者の
範囲

村内に事業所又は事務所を有する法人

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 有
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠 第1号（法令又は条例）
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

地方税法　　他の地方公共団体等

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月21日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 100人以上500人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 対象外
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 法人住民税システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名 法人税賦課台帳

添付書類名

入力者名 駒木根俊彦 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
4 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 国・他の地

方公共団体
国・他の地
方公共団体

福島県県中
地方振興局

第1号（法
令又は条
例）

地方税法

8 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 整理番号

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

27 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 資産状況

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010002
事務の名称 軽自動車税の課税事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 軽自動車の登録･廃車手続き及び賦課事務を行うため。

事務・業務の根拠法
令等

地方税法・玉川村税条例

個人情報の対象者の
範囲

軽自動車の所有者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 有
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠 第1号（法令又は条例）
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

刑事訴訟法・道路交通法　　警察署・公安委員会・他市町村

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月24日
番号法別表1の項番 16 番号法主務省令の条項号 16条
番号法別表1の事務
名

16_地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は地方税に
関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例によ
る地方税の課税標準の更正若しくは決定、税額の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方
税の賦課徴収に関する事務又は地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務

対象者数 1,000人以上5,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 軽自動車税システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 須藤　泰 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
7 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 その他 民間・私人 福島県軽自

動車協会
第１号（法
令又は条
例）

地方税法、
玉川村税条
例

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010003
事務の名称 軽自動車税の減免事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 軽自動車税の減免対象者の審査・決定を行うため。

事務・業務の根拠法
令等

地方税法・玉川村村税条例89条～90条

個人情報の対象者の
範囲

軽自動車税の減免対象者の審査・決定を行うため。

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月24日
番号法別表1の項番 16 番号法主務省令の条項号 16条
番号法別表1の事務
名

16_地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は地方税に
関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例によ
る地方税の課税標準の更正若しくは決定、税額の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方
税の賦課徴収に関する事務又は地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務

対象者数 30人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 軽自動車税システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 須藤　泰 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

36 ○ 一般的取扱
事項

心身 障害



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010004
事務の名称 村県民税の課税事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 給与支払報告書、公的年金支払報告書、所得税の確定申告書、市民税・県民税申告書及び課税資料等により、

個人の所得等を把握し、課税・非課税の決定を行うため。

事務・業務の根拠法
令等

地方税法第23条から第50条の10まで及び第292条から第340条まで、玉川村税条例第23条から第53条の12、所得
税法

個人情報の対象者の
範囲

賦課期日（1月1日）現在、村内に住所を有する個人及び村内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人で村内
に住所を有しないもの

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 有 外部提供 有
目的外利用の条例根 第1号（法令又は条例） 外部提供の条例根拠 第1号（法令又は条例）
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

国民健康保険法・高齢者の医療の確保に関する法律・介護保険法・児童福祉法・生活保護法、健康福祉課

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

学校教育法、教育課

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月24日
番号法別表1の項番 16 番号法主務省令の条項号 第16条
番号法別表1の事務
名

16_地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は地方税に
関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

第十六条　法別表第一の十六の項の主務省令で定める事務は、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）
その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の課税標準の更正若しくは決定、税額
の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方税の賦課徴収又は地方税に関する調査（犯則事
件の調査を含む。）に関する事務

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住民税課税支援システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名 村県民税課税台帳

添付書類名

入力者名 車田ヨシ子 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
本人から収
集

第1号（法
令又は条
例）

地方税法、
玉川村税条
例

4 ○ 個人情報の
収集方法

本人以外 国・他の地
方公共団体

国・他の地
方公共団体

須賀川税務
署,日本年
金機構等

第1号（法
令又は条
例）

地方税法、
玉川村税条
例

5 ○ 個人情報の
収集方法

本人以外 民間・私人 民間・私人 給与支払者 第1号（法
令又は条
例）

地方税法、
玉川村税条
例

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

17 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 印影

20 ○ 一般的取扱
事項

経歴・成績 職業・職歴

26 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 所得・収入

27 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 資産状況

28 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 取引状況

29 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 公的扶助受
給

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等

36 ○ 一般的取扱
事項

心身 障害

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010005
事務の名称 村県民税の減免事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 村県民税の減免対象者の調査・決定を行うため。

事務・業務の根拠法
令等

地方税法、玉川村税条例第51条

個人情報の対象者の
範囲

減免対象者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月24日
番号法別表1の項番 16 番号法主務省令の条項号 第16条
番号法別表1の事務
名

１６　都道府県知事又は市町村長地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地
方税の賦課徴収又は地方税に関する調査(犯則事件の調査を含む。)に関する事務であって主務省令で定めるも
の

主務省令に掲げる事
務の内容

第十六条　法別表第一の十六の項の主務省令で定める事務は、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）
その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の課税標準の更正若しくは決定、税額
の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方税の賦課徴収又は地方税に関する調査（犯則事
件の調査を含む。）に関する事務とする。

対象者数 30人以上50人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 課税支援 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 車田ヨシ子 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

17 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 印影

20 ○ 一般的取扱
事項

経歴・成績 職業・職歴

26 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 所得・収入

28 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 取引状況

29 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 公的扶助受
給

31 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 その他 本人から収
集

減免を受け
ようとする
事由



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010006
事務の名称 村県民税に係る各種照会に対する回答事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 他市町村等からの所得調査等の回答を行うため。

事務・業務の根拠法
令等

地方税法、玉川村税条例

個人情報の対象者の
範囲

照会対象者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月24日
番号法別表1の項番 16 番号法主務省令の条項号 第16条
番号法別表1の事務
名

１６　都道府県知事又は市町村長地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地
方税の賦課徴収又は地方税に関する調査(犯則事件の調査を含む。)に関する事務であって主務省令で定めるも
の

主務省令に掲げる事
務の内容

第十六条　法別表第一の十六の項の主務省令で定める事務は、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）
その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の課税標準の更正若しくは決定、税額
の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方税の賦課徴収又は地方税に関する調査（犯則事
件の調査を含む。）に関する事務とする。

対象者数 30人以上50人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住民税課税支援システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 車田ヨシ子 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
4 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 国・他の地

方公共団体
国・他の地
方公共団体

税務署、他
市町村等

第1号（法
令又は条
例）

地方税法、
玉川村税条
例

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

20 ○ 一般的取扱
事項

経歴・成績 職業・職歴

26 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 所得・収入

27 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 資産状況

28 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 取引状況

29 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 公的扶助受
給

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010007
事務の名称 入湯税の課税事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 入湯税の特別徴収義務者（市の指定を受けた鉱泉浴場の経営者）に対し、課税を行うため.

事務・業務の根拠法
令等

地方税法第701条から第701条の29、玉川村税条例第141条から第151条

個人情報の対象者の
範囲

入湯税の特別徴収義務者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書 処理形態 手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年1月13日
番号法別表1の項番 １６ 番号法主務省令の条項号 第16条
番号法別表1の事務
名

１６　都道府県知事又は市町村長地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地
方税の賦課徴収又は地方税に関する調査(犯則事件の調査を含む。)に関する事務であって主務省令で定めるも
の

主務省令に掲げる事
務の内容

第十六条　法別表第一の十六の項の主務省令で定める事務は、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）
その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の課税標準の更正若しくは決定、税額
の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方税の賦課徴収又は地方税に関する調査（犯則事
件の調査を含む。）に関する事務

対象者数 30人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 対象外
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 車田ヨシ子 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

17 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 印影

26 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 所得・収入



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010009
事務の名称 たばこ税の課税事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 たばこ税の納税義務者に対し、課税を行うため。

事務・業務の根拠法
令等

地方税法・玉川村税条例

個人情報の対象者の
範囲

たばこ税の納税義務者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月24日
番号法別表1の項番 16 番号法主務省令の条項号 16条
番号法別表1の事務
名

16_地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は地方税に
関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例によ
る地方税の課税標準の更正若しくは決定、税額の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方
税の賦課徴収に関する事務又は地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務

対象者数 30人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

18 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 その他



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010010
事務の名称 国民健康保険税の賦課徴収に関する事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 国民健康保険事業に要する費用に充てるための国民健康保険税を、国民健康保険加入者の属する世帯の世帯

主に賦課し、徴収するため、国民健康保険税の賦課に関する調査、賦課決定及び更正、納付通知等を実施する。

事務・業務の根拠法
令等

地方税法、玉川村国民健康保険税条例

個人情報の対象者の
範囲

国民健康保険加入者及び国民健康保険加入者であった者並びにそれらの者の属する世帯の世帯主

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 有
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠 第1号（法令又は条例）
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

地方税法、国民健康保険法  他の地方公共団体

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月21日
番号法別表1の項番 16 番号法主務省令の条項号 第１６条
番号法別表1の事務
名

16_地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は地方税に
関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例によ
る地方税の課税標準の更正若しくは決定、税額の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方
税の賦課徴収に関する事務又は地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務

対象者数 1,000人以上5,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 国民健康保険税システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名 国民健康保険台帳

添付書類名

入力者名 駒木根俊彦 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
2 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 同一実施機

関内
同一実施機
関内

住民課 第1号（法
令又は条
例）

国民健康保
険法、地方
税法

4 ○ 個人情報の
収集方法

本人以外 国・他の地
方公共団体

国・他の地
方公共団体

他市町村 第1号（法
令又は条
例）

地方税法、
国民健康保
険法

8 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 整理番号

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

26 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 所得・収入

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010011
事務の名称 税務証明等に関する事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 税務証明書等の交付･閲覧のため。

事務・業務の根拠法
令等

地方税法・地方税法施行令･地方自治法・道路運送車両法

個人情報の対象者の
範囲

税務証明交付･申請者

事務区分 共通 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月24日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 1,000人以上5,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 対象外
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 軽自動車税システム、個人市県民税 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 須藤　泰 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

26 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 所得・収入

27 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 資産状況 国・他の地
方公共団体

第1号（法
令又は条
例）

地方税法

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010012
事務の名称 村税等収納整理業務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 毎日、村税等の納付状況を消し込みし未納、過納を把握、処理する。また申請により納税証明を交付する。

事務・業務の根拠法
令等

個人情報の対象者の
範囲

納税義務者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月26日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 500人以上1,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 対象外
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 収納システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 須藤　泰 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
8 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 整理番号

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

18 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 その他 事業所

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010013
事務の名称 村税等滞納整理に関する業務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 滞納整理に関する業務

事務・業務の根拠法
令等

地方税法、玉川村税条例、地方税法、国税徴収法

個人情報の対象者の
範囲

村税等滞納者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月26日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 500人以上1,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 対象外
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 収納システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 須藤　泰 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
4 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 国・他の地

方公共団体
国・他の地
方公共団体

官公庁 第1号（法
令又は条
例）

地方税法等

5 ○ 個人情報の
収集方法

本人以外 民間・私人 民間・私人 事業所 第1号（法
令又は条
例）

国税徴収法
等

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

26 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 所得・収入

27 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 資産状況

28 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 取引状況

29 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 公的扶助受
給

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等

31 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 その他 税金等納付
状況

40 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 家族状況

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄

42 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 婚姻

43 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 居住状況



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010014
事務の名称 滞納者の実態調査への回答業務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 他の市町村等からの実態調査への回答のため

事務・業務の根拠法
令等

個人情報の対象者の
範囲

納税義務者の中の村税等滞納者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月26日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 500人以上1,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 対象外
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 収納システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 福島情報処理センター システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 須藤　泰 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
4 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 国・他の地

方公共団体
国・他の地
方公共団体

官公庁 第1号（法
令又は条
例）

地方税法等

5 ○ 個人情報の
収集方法

本人以外 民間・私人 民間・私人 事業所等 第1号（法
令又は条
例）

地方税法、
国税徴収法
等

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

26 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 所得・収入

27 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 資産状況

28 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 取引状況

29 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 公的扶助受
給

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等

40 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 家族状況

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄

42 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 婚姻

43 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 居住状況



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 104010015
事務の名称 納税組合関係事務
部　署 村長　税務課　賦課徴収係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 納税組合関係事務

事務・業務の根拠法
令等

玉川村納税組合補助並びに奨励金に関する条例

個人情報の対象者の
範囲

納税組合組合員

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年8月26日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 100人以上500人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 対象外
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 須藤　泰 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所


